
別紙 

森林整備保全事業（治山・林道関係）【土木工事、機械設備工事、電気設備工事】 

 

＜補正係数（週休２日工事(現場閉所型)・通期）＞ 

それぞれの経費に以下の補正係数を乗じる。なお、市場単価方式・土木工事標準単価については、

別表に示す補正係数を乗じるものとする。 

 

（１）４週８休以上（現場閉所率28.5％（8日/28日）以上） 

・労務費  １.０２ 

・機械経費（賃料） １.０２ 

・共通仮設費率  １.０２ 

・現場管理費率  １.０３ 

 

＜補正係数（週休２日工事(現場閉所型)・月単位）＞ 

それぞれの経費に以下の補正係数を乗じる。なお、市場単価方式・土木工事標準単価については、

別表に示す補正係数を乗じるものとする。 

 

（１）４週８休以上（現場閉所率28.5％（8日/28日）以上） 

・労務費  １.０４ 

・機械経費（賃料） １.０２ 

・共通仮設費率  １.０３ 

・現場管理費率  １.０５ 

 

＜補正係数（週休２日工事(交替制)・通期）＞ 

技術者及び技能労働者の休日率に応じて、それぞれの経費に補正係数を乗じる。なお、市場単価方

式・土木工事標準単価については、別表に示す補正係数を乗じるものとする。 

 

（１）４週８休以上（休日率28.5％（8日/28日）以上） 

・労務費  １.０２ 

・現場管理費率  １.０１ 

 

＜補正係数（週休２日工事(交替制)・月単位）＞ 

技術者及び技能労働者の休日率に応じて、それぞれの経費に補正係数を乗じる。なお、市場単価方

式・土木工事標準単価については、別表に示す補正係数を乗じるものとする。 

 

（１）４週８休以上（休日率28.5％（8日/28日）以上） 

・労務費  １.０４ 

・現場管理費率  １.０３ 

 

（注１）適用する積算基準書により補正する経費対象が異なる場合 

○積算基準が異なる複数工種区分を有する工事については、主たる工種の間接工事費率を適用す

る。 

 

（注２）森林整備保全事業の場合 

○「山口県森林部」の補正係数を適用する。 
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市場単価方式による週休２日の取得に要する費用の計上に関する補正係数 

 

  補正係数 

名  称 区 分 現場閉所 交替制 

  通期 月単位 通期 月単位 

鉄筋工  1.02 1.04 1.02 1.04 

ガス圧接工  1.02 1.03 1.02 1.03 

インターロッキングブロック工 
設置 1.01 1.01 1.01 1.01 

撤去 1.02 1.04 1.02 1.04 

防護柵設置工(ガードレール) 
設置 1.00 1.01 1.00 1.01 

撤去 1.02 1.04 1.02 1.04 

防護柵設置工(ガードパイプ) 
設置 1.00 1.01 1.00 1.01 

撤去 1.02 1.04 1.02 1.04 

防護柵設置工(横断・転落防止柵) 
設置 1.02 1.04 1.02 1.04 

撤去 1.02 1.04 1.02 1.04 

防護柵設置工(落石防護柵)  1.01 1.01 1.01 1.01 

防護柵設置工(落石防止網)  1.01 1.02 1.01 1.02 

道路標識設置工 
設置 1.00 1.01 1.00 1.00 

撤去・移設 1.02 1.03 1.01 1.03 

道路付属物設置工 
設置 1.01 1.01 1.01 1.01 

撤去 1.02 1.04 1.02 1.04 

法面工  1.01 1.02 1.01 1.02 

吹付枠工  1.01 1.03 1.01 1.03 

鉄筋挿入工(ロックボルト工)  1.02 1.03 1.01 1.03 

道路植栽工 
植樹 1.02 1.04 1.02 1.04 

剪定 1.02 1.04 1.02 1.04 

公園植栽工  1.02 1.04 1.02 1.04 

橋梁用伸縮継手装置設置工  1.01 1.02 1.01 1.02 

橋梁用埋設型伸縮継手装置設置工  1.02 1.04 1.02 1.04 

橋面防水工  1.01 1.01 1.01 1.01 

薄層カラー舗装工  1.00 1.01 1.00 1.01 

グルービング工  1.00 1.01 1.00 1.01 

軟弱地盤処理工  1.01 1.02 1.01 1.02 

コンクリート表面処理工(ウォータージ

ェット工) 
 1.01 1.01 1.01 1.01 
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土木工事標準単価による週休２日の取得に要する費用の計上に関する補正係数 

 

  補正係数 

名  称 区 分 現場閉所 交替制 

  通期 月単位 通期 月単位 

区画線工  1.02 1.04 1.02 1.04 

構造物とりこわし工 
機械 1.02 1.03 1.01 1.03 

人力 1.02 1.04 1.02 1.04 

コンクリートブロック積工  1.02 1.04 1.02 1.03 

排水構造物工  1.02 1.04 1.02 1.03 

 



（土木系工事）

【現場閉所型の場合】 ※森林整備保全事業（治山・林道関係）を対象とする。

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑩
受注者は、工事完了後、現場閉所の状況が確認できる実施工程表を監督職員に提出する。ま
た、監督職員が求めた場合は、出面表等の根拠資料を提示する。様式は任意とする。

⑪
受注者が月単位を実施するとした場合において、これの達成が確認された場合に、月単位の
補正係数で所要の経費を補正する設計変更を行う。
なお、４週８休に満たないものは補正せず、補正分を減額する契約変更を行う。

清
算
時

⑫

受注者が通期又は月単位を実施するとした場合において、これの達成が確認された場合に、
工事成績評定の考査項目別運用表において加点を行う。
※明らかに受注者に週休２日に取り組む姿勢が見られず、週休２日を達成できなかった場合
は、内容に応じて工事成績評定点を減ずることがある。

⑨
受注者は、「週休２日工事」を実施する場合、工事着手前に現場閉所の状況が確認できる計
画工程表を監督職員に提出する。様式は任意とする。

「週休２日工事」対象工事の発注から工事完成までの実施フロー

「週休２日工事（現場閉所型）」の対象工事に該当することを確認する。

工
事
発
注
時

工事費を積算する。（現場閉所型・通期の経費補正有り）

「土木工事における適正な工期設定の考え方」に基づき、発注工事の工期を算定する。

入札公告又は現場説明書に「週休２日工事（現場閉所型）」対象工事であることを明示する。

工事発注

受注者は、契約後速やかに、発注者と通期もしくは月単位のどちらを実施するか協議を行う。

必要工期について受発注者間で確認を行う。

工
事
実
施
時

発注者は、工期延伸が必要と認められる場合は、速やかに工期延伸に係る契約変更を行う。



（土木系工事）

【交替制の場合】 ※森林整備保全事業（治山・林道関係）を対象とする。

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑩
受注者は、工事完了後、技術者や技能労働者の勤務状況が確認できる実施工程表を監督職員
に提出する。また、監督職員が求めた場合は、出面表等の根拠資料を提示する。様式は任意
とする。

⑪
受注者が月単位を実施するとした場合において、これの達成が確認された場合に、月単位の
補正係数で所要の経費を補正する設計変更を行う。
なお、４週８休に満たないものは補正せず、補正分を減額する契約変更を行う。

清
算
時

⑫

受注者が通期又は月単位を実施するとした場合において、これの達成が確認された場合に、
工事成績評定の考査項目別運用表において加点を行う。
※明らかに受注者に週休２日に取り組む姿勢が見られず、週休２日を達成できなかった場合
は、内容に応じて工事成績評定点を減ずることがある。

⑨
受注者は、「週休２日工事」を実施する場合、工事着手前に技術者や技能労働者の勤務状況
が確認できる計画工程表を監督職員に提出する。様式は任意とする。

「週休２日工事」対象工事の発注から工事完成までの実施フロー

「週休２日工事（交替制）」の対象工事に該当することを確認する。

工
事
発
注
時

工事費を積算する。（交替制・通期の経費補正有り）

「土木工事における適正な工期設定の考え方」に基づき、発注工事の工期を算定する。

入札公告又は現場説明書に「週休２日工事（交替制）」対象工事であることを明示する。

工事発注

受注者は、契約後速やかに、発注者と通期もしくは月単位のどちらを実施するか協議を行う。

必要工期について受発注者間で確認を行う。

工
事
実
施
時

発注者は、工期延伸が必要と認められる場合は、速やかに工期延伸に係る契約変更を行う。


